改正農地法等を踏まえた当面の組織対応について
　農地法等の一部を改正する法律（以下、改正農地法等）は、６月２４日に公布され、１２月２３日までの施行が確実となった。
　農業委員会系統組織は、①将来とも株式会社一般の農地所有権取得を容認しないこと、②不耕作や転貸を目的とする農地の利用権取得を防止すること、③認定農業者等の地域の担い手の育成等の取り組みの障害とならないこと－の３点を基本スタンスとして政策提案や要請活動を行ってきた。
　今後、改正農地法等を現場で透明性、公正・公平性をもって運用するため、政令・省令、運用通知等により客観的かつ具体的な判断基準を明確化することが重要となっている。
　さらに、農業委員会の体制強化と円滑な業務運営がなされるよう、万全の対応を図る必要がある。
　このため、関係機関・団体との連携を強めながら、今回の新たな農地制度が農業・農村現場の課題に的確に対応し、地域の農地の確保と効率利用に資するよう、下記により組織対応を図ることとする。
記
Ⅰ．改正農地法等に対する組織対応の基本的考え方
（１）新農地制度の周知・普及浸透
　　　改正農地法等の新たな農地制度を現場で適正かつ円滑に定着・運用するため、現場への制度の周知・普及浸透に向けた取り組みを強化する。
（２）農業委員会系統組織の体制強化
　　　制度の見直しによって、入口規制が緩和され、事後監視・規制が強化されたことに伴い、農業委員会の役割と機能が質量ともに増大することとなっており、農業委員会の体制強化に向けた取り組みを強化する。また、農業委員会を支援する農業会議、全国農業会議所の体制を強化する。
（３）客観的かつ具体的な判断基準の明確化
　　　新たな農地制度を適正かつ円滑に定着・運用させるためには、貸借による農業参入の拡大や農業生産法人への出資制限の緩和、農地の権利取得の下限面積の弾力化などに対応した現場での許認可等について、より客観的かつ具体的な判断基準を明確化するよう、現場からの積み上げによる意見を反映させる。
（４）農業委員会における事務の適正実施と地域活動の強化
　　　農業委員会における法令事務等の透明性の向上、公正・公平性を確保するため、事務のより適正な実施への取り組みを強化する。同時に、研修活動を強化するなど農業委員の責務の自覚と意識改革を強力に進めるとともに、遊休農地の解消と担い手への農地の利用集積など農業振興業務の推進、農地監視活動の強化に取り組む。
Ⅱ．農業委員会系統組織における行動計画
１．新たな農地制度の周知徹底
（１）全国農業会議所においては、農地法等改正法、施行に伴う政令・省令、運用通知、ガイドライン等の説明会・研修会を開催し周知徹底を図る。同時に、全国農業新聞、農家向けリーフレット・ポスター、農地所有者向けパンフレット、農業委員向け研修テキスト(全国農業図書)、農業委員会だより等広報掲載用原稿【別紙】をはじめとした制度の周知、適正・円滑な運用に向けた資料を作成し、理解促進に取り組む。
（２）都道府県農業会議においては、都道府県農政・農地関係部局と連携して、市町村農業委員会・事務局、市町村農政担当部局を対象とした説明会・研修会を開催し、理解促進を図るとともに、市町村農業委員会における不在村農地所有者や商工関係者等に対する啓発活動の支援に取り組む。
（３）市町村農業委員会においては、総会等において、制度の内容と新たな役割・業務等について農業委員、事務局職員等への周知徹底を図るとともに、農業委員会だより等の広報、ホームページ（ＨＰ）等を活用した改正法の農業者、地域住民等への理解促進に取り組む。また、ＤＭ等による不在村農地所有者への制度の理解促進を図るとともに、商工関係者等に対しても理解促進の取り組みに努める。
２．農業委員会系統組織の体制強化
（１）全国農業会議所においては、農業委員会の体制の強化、都道府県農業会議による市町村農業委員会への強力な支援活動が図られるよう、22年度予算の確保に向けて、以下の措置等について政府・国会への要請活動を強力に展開する。また、全国市長会、町村会に対しても要請する。
	  ○　農業委員会事務局の体制整備のための「地方交付税交付金」の
 　 算定基礎等の見直し・増額（事務局職員の増員３人→５人等）
  ○　新農地制度を適正に執行するための農業委員会の体制整備
　　・農業委員会交付金の確保（47億7,600万円）
　　・農業委員・委員会の活動・業務を補助する「協力員」「事務
　　  補助員」等の設置への支援
　　・新たな法令業務を適正に執行するための「農業委員会費補助
　　  金」の増額・確保、農業振興業務の推進予算の確保
  ○　農業委員会活動を支援する都道府県農業会議関係予算の確保
  　　・都道府県農業会議会議員手当等負担金の確保
  　　・農地法等改正に伴う相談のための農地相談員の確保　　等



（２）都道府県農業会議においては、農業委員会の体制の強化、都道府県農業会議による市町村農業委員会への強力な支援活動が図られるよう予算措置等について都道府県への要請活動を強力に展開する。
　　 また、農業委員会の体制強化に向けて、都道府県市長会、町村会を通じて、市町村長等の理解促進を図るとともに、農業委員会会長が行う市町村長、市長村議会議長に対する要請活動を支援する。
（３）市町村農業委員会においては、体制の強化が図られるよう人員の確保をはじめ予算措置等について、農業委員会会長から市町村長・市町村議会議長等への要請活動を実施する。
３．客観的かつ具体的な判断基準の明確化
（１）農地法等改正法が透明性、公正・公平性をもって円滑な運用が行われるよう、明確な判断基準等についての政令・省令、運用通知、ガイドラインに、農業委員会、農村現場の意見を積み上げ反映させる。
（２）判断基準等について、明確になった段階で説明会、研修会等を開催し、農業会議、農業委員会への周知徹底に取り組む。
４．農業委員会における事務の適正実施と地域活動の強化
（１）農地の権利移動の許可等の法令事務について、法令に基づく公平・公正な審議に努めるとともに、議事録の作成・公開など透明性の確保に努める。
（２）地域の課題に応じて、認定農業者等担い手の育成・確保、農地の利用集積、遊休農地の解消等の振興等業務について、具体的な目標の設定とその達成のための活動計画を策定し取り組みを強化する。
（３）上記の取り組みについて、その活動内容を農業委員会自らが点検・評価し、次年度の取り組みの強化に活かす。
５．農地基本台帳の整備の強化
　　農業委員会において、新たな農地制度の適正執行や農地利用調整の基礎となる農地情報の把握・活用の徹底に向けて、改正法の施行までに固定資産課税台帳との「突き合わせ」、農地利用状況調査や農地パトロール等を通じた権利関係の明確化等、農地基本台帳の整備を強化する。
　　都道府県農業会議、全国農業会議所においては、全農業委員会に対する農地基本台帳の点検・補正状況調査を実施し確認するとともに、市町村農業委員会の取り組みへの支援に努める。
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